
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（法人番号6050005002007）
の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

理事長

副理事長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ② 令和3年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和3年度における改定内容

日本原子力研究開発機構は、基礎・基盤研究からプロジェクト研究開発までを包含する我が国唯一の原子力
に関する総合的な研究開発機関である。役員報酬水準を検討するに当たっては、科学技術の研究開発を実施し
ている国立研究開発法人、企業規模が同等の民間企業及び国家公務員を参考とした。
① 文部科学省が所管する同規模の研究開発型の国立研究開発法人・・・当該法人は、同じ国立研究開発
法人として科学技術の研究開発を実施している。公表対象年度の役員報酬規程に記載された法人の長の年間
報酬額は本給額等を勘案すると21百万円程度と推定される。同様の考え方により、理事については16百万円程
度、監事については14百万円程度と推定される。
② 企業規模3,000人以上の民間企業・・・令和元年人事院勧告の参考資料によれば、役員の年間報酬額は55百
万円となっており、役職別では副社長59百万円、専務取締役46百万円、常務取締役35百万円、取締役26百万
円となっている。
③ 事務次官年間報酬額・・・23百万円

当法人においては、法人設立時（平成17年10月）より期末特別手当において、期末特別手当基準額の算定基礎
に本給及び地域手当の月額並びに本給の月額に100分の25を乗じて得た額並びに本給及び地域手当の月額に
100分の20を乗じて得た額に、文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じて▲20％
から＋20％の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額としている。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、役員給与
規程にのっとり、本給（1,106,000円）に地域手当（66,360円）、通勤手当、単身赴任手当及び寒冷地
手当を加算して算出している。期末特別手当についても、役員給与規程にのっとり、期末特別手当
基準額［｛本給＋地域手当＋本給×100分の25＋（本給＋地域手当）×100分の20｝×文部科学大
臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じて▲20％から＋20％の範囲内で理事
長が定める割合を乗じて得た額］に、6月に支給する場合においては100分の167.5、12月に支給す
る場合においては100分の157.5を乗じ、更に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引下げ（年間
▲0.1箇月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、役員給与
規程にのっとり、本給（952,000円）に地域手当（190,400円）、通勤手当、単身赴任手当及び寒冷地
手当を加算して算出している。期末特別手当についても、役員給与規程にのっとり、期末特別手当
基準額［｛本給＋地域手当＋本給×100分の25＋（本給＋地域手当）×100分の20｝×文部科学大
臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じて▲20％から＋20％の範囲内で理事
長が定める割合を乗じて得た額］に、6月に支給する場合においては100分の167.5、12月に支給す
る場合においては100分の157.5を乗じ、更に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引下げ（年間
▲0.1箇月分）を実施した。



理事

監事

監事
（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
令和3年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

20,086 13,272 6,018 796
（地域手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

19,844 11,424 6,021
2,285

114
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 *

千円 千円 千円 千円

17,386 9,876 5,424
1,975

111
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ◇

千円 千円 千円 千円

14,142 9,876 4,266

千円 千円 千円 千円

13,071 9,876 2,602 593
（地域手当）

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

13,071 9,876 2,602 593
（地域手当）

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

13,071 9,876 2,602 593
（地域手当）

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

16,536 9,876 4,520
1,975

165
（地域手当）
（通勤手当）

4月1日 ◇

その他（内容）

就任・退任の状況
役名 前職

理事長

副理事長

A理事

C理事

F理事

D理事

B理事

E理事

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、役員給与
規程にのっとり、本給（823,000円）に地域手当（東京都特別区164,600円、茨城県東海村49,380円、
福井県敦賀市0円）、通勤手当、単身赴任手当及び寒冷地手当を加算して算出している。期末特別
手当についても、役員給与規程にのっとり、期末特別手当基準額［｛本給＋地域手当＋本給×100分
の25＋（本給＋地域手当）×100分の20｝×文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案し、その者
の職務実績に応じて▲20％から＋20％の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額］に、6月に
支給する場合においては100分の167.5、12月に支給する場合においては100分の157.5を乗じ、更
に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引下げ（年間
▲0.1箇月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、月額及び期末特別手当から構成されている。月額については、役員給与規
程にのっとり、本給（823,000円）に地域手当（164,600円）、通勤手当、単身赴任手当及び寒冷地手
当を加算して算出している。期末特別手当についても、役員給与規程にのっとり、期末特別手当基
準額［｛本給＋地域手当＋本給×100分の25＋（本給＋地域手当）×100分の20｝×文部科学大臣が
行う業績評価の結果を勘案し、その者の職務実績に応じて▲20％から＋20％の範囲内で理事長が
定める割合を乗じて得た額］に、6月に支給する場合においては100分の167.5、12月に支給する場合
においては100分の157.5を乗じ、更に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に
応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和3年度では、給与法指定職の改定に準拠した期末特別手当支給率の引下げ（年間
▲0.1箇月分）を実施した。

非常勤役員報酬は、月額及び期末特別手当から構成されている。非常勤役員の月額は常勤役員の
月額を上限に、その者の占める職、勤務形態等により、理事長が決定する。



千円 千円 千円 千円

16,536 9,876 4,520
1,975

165
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,299 7,831 3,893
1,566

9
（地域手当）
（通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

　理事長

副理事長

　理事

B監事
（非常勤）

A監事

日本原子力研究開発機構は、基礎・基盤研究からプロジェクト研究開発までを包含する我が国
唯一の原子力に関する総合的な研究開発機関として、我が国の原子力の研究開発利用を着実に
推進するための中核的拠点の役割を担っている。特に近年では、東京電力株式会社福島第一原
子力発電所の事故からの復旧・復興に向けた取組に積極的に貢献するなどの実績を挙げてきた。

そうした組織の中で、理事長は機構業務を総理する一方で、産学官との連携を進めるなど、高い
マネジメント能力やリーダーシップに加え、原子力研究開発分野全般にわたる高度な専門性が求
められる。また、独立行政法人通則法においては、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬
等、当該独立行政法人の業務の実績等を考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされている。

そのため、理事長の報酬水準については、国家公務員指定職俸給表に準じて定められており、
国家公務員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしている。

なお、理事長の年間報酬額は、人数が同規模である民間企業の役員報酬55百万円や事務次官
の年間給与額23百万円と比べてもそれを下回っている。

さらに、文部科学大臣が行う業績評価を勘案し、その者の職務実績に応じ期末特別手当の額を
増減できることとしている。

以上のことから、理事長の報酬水準については妥当と考える。

副理事長は機構業務を掌理する一方で、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメント能力

やリーダーシップに加え、原子力研究開発分野全般にわたる高度な専門性が求められる。また、

独立行政法人通則法においては、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行

政法人の業務の実績等を考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされている。
そのため、副理事長の報酬水準については、国家公務員指定職俸給表に準じて定められており、

国家公務員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしている。
なお、副理事長の年間報酬額は、人数が同規模である民間企業の役員報酬55百万円や事務次

官の年間給与額23百万円と比べてもそれを下回っている。
さらに、文部科学大臣が行う業績評価を勘案し、その者の職務実績に応じ期末特別手当の額を

増減できることとしている。
以上のことから、副理事長の報酬水準については妥当と考える。

各理事は各担当業務を総括し、産学官との連携を進めるなど、高いマネジメント能力やリーダー
シップに加え、原子力研究開発分野の高度な専門性が求められる。また、独立行政法人通則法に
おいては、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務の実績等を
考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされている。

そのため、各理事の報酬水準については、国家公務員指定職俸給表に準じて定められており、
国家公務員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしている。

なお、各理事の年間報酬額は、人数が同規模である民間企業の役員報酬55百万円や事務次官
の年間給与額23百万円と比べてもそれを下回っている。

さらに、文部科学大臣が行う業績評価を勘案し、その者の職務実績に応じ期末特別手当の額を
増減できることとしている。

以上のことから、理事の報酬水準については妥当と考える。



　監事

　監事
（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和3年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

6,820 6 0 R3.3.31 1.1 ※

千円 年 月

4,960 4 0 R3.3.31 1.2 ※

千円 年 月

7,440 6 0 R3.3.31 1.2 ※

千円 年 月

3,694 3 3 R2.6.29 1.1

注1：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：理事Ｊの支給額は既に当該役員に対して一部支給されている分（1,679千円）を含む。

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

法人での在職期間

当該理事が在職した期間に係る機構の年度実績評価及び、当該役員の任期中の個人的な業績の評価に基づき、当該理事の業績勘案率に

ついて、算定ルールに基づき文部科学大臣によって1.2と決定された。

判断理由

理事Ｉ

理事Ｇ

高速増殖原型炉「もんじゅ」について、平成25年の原子力規制委員会からの保安措置命令が出された後、平成27年には文部科学省に対して

規制委員会より、「もんじゅ」の運営主体に関する勧告がなされ、最終的には平成28年の政府決定によって廃止されることとなった。廃止が決定

されるまでの間、原子力機構として保安措置命令に対し適切に対応できず、規制委員会からの勧告もなされていることを鑑み、当該理事の業

績勘案率については、算定ルールに基づき文部科学大臣によって1.1と決定された。

理事Ｈ

理事J

理事Ｇ

理事Ｈ

監事は機構業務を監査することにより、機構の健全な業務運営を確保する責務を負う。また、独立
行政法人通則法において、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の
業務の実績等を考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされている。

そのため、監事の報酬水準については、国家公務員指定職俸給表に準じて定められており、国家
公務員指定職の給与改定が行われた際には同様の改定を行うこととしている。

また、監事の年間報酬額は、人数が同規模である民間企業の役員報酬55百万円や事務次官の年
間給与額23百万円と比べてもそれを下回っている。

さらに、文部科学大臣が行う業績評価を勘案し、その者の職務実績に応じ期末特別手当の額を増
減できることとしている。

以上のことから、監事の報酬水準については妥当と考える。

監事は機構業務を監査することにより、機構の健全な業務運営を確保する責務を負う。また、独立行
政法人通則法において、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬等、当該独立行政法人の業務
の実績等を考慮して報酬等の支給の基準を定めることとされている。

非常勤監事の報酬水準については、常勤監事の月額を踏まえた上で、非常勤監事の職務内容・責
任の度合いと報酬水準を総合的に勘案して決定しており、妥当と考える。

民間企業における役員の年間報酬と比較して低額であること、他の研究開発法人の役員報酬とほぼ
同水準となっていることから、妥当と考える。



６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

理事Ｉ

高速増殖原型炉「もんじゅ」について、平成25年の原子力規制委員会からの保安措置命令が出された後、平成27年には文部科学省に対して

規制委員会より、「もんじゅ」の運営主体に関する勧告がなされ、最終的には平成28年の政府決定によって廃止されることとなった。廃止が決定

されるまでの間、原子力機構として保安措置命令に対し適切に対応できず、規制委員会からの勧告もなされていることを鑑み、当該理事の業

績勘案率については、算定ルールに基づき文部科学大臣によって1.2と決定された。

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

当該理事が在職した期間に係る機構の年度実績評価及び、当該役員の任期中の個人的な業績の評価に基づき、当該理事の業績勘案率に

ついて、算定ルールに基づき文部科学大臣によって1.1と決定された。理事J

役員報酬については、役員給与規程により期末特別手当において文部科学大臣が行う業績評価の結果を勘案
し、その者の職務実績に応じ理事長が定めることとしており、Ⅰ1②に記載の仕組みを継続して実施する。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和3年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

原則として自律性と労使自治の原則に基づき決定すべきものであるが、その水準の決定に際しては、業務
の実績を考慮し、かつ社会一般の情勢に適合したものとする。

機構職員の給与水準を検討するに当たって、独立行政法人等のほか、民間企業及び学術・開発研究機関
（以下「民間企業等」という。）の令和3年賃金構造基本統計調査によるデータのうち企業規模1,000人以上の
大企業に区分される企業等の平均給与額を参考にした。
① 文部科学省が所管する研究開発型の国立研究開発法人・・・当該法人は、同じ国立研究開発法人として
科学技術の研究開発を実施しており、法人規模についても同等の法人規模（常勤職員数1,000人以上）と
なっている。
② 国家公務員・・・令和3年において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は407千円と
なっており、機構の事務・技術職員の平均給与月額は413千円となっている。
③ 原子力の開発に関わり、採用において優秀な人材確保のため競合したり、機構との間で人事交流を行っ
たりしている類似の事業を実施している民間企業等の令和3年賃金構造基本統計調査において、電気業、ガ
ス業、化学工業、学術・開発研究機関の年間平均給与額は、7,751千円となっており、機構職員の年間平均
給与額は7,579千円となっている。（景気や企業の業績によって大きく変動する賞与を除いた年間平均給与額
は5,659千円となっており、機構職員の年間平均給与額は5,416千円となっている。）

給与の支給に当たっては、当機構及び各職員の業績が反映されることが原則である。
組織業績の向上、人材育成及び適切な処遇を重点とした人事評価制度に基づき、昇給・昇格及び期末手当

に反映させている。
人事評価制度は平成19年度から導入しており、導入当初は課長職以上の職員（職員の約23％）を対象として

いたが、平成20年度から対象範囲を全職員に拡大した。さらに、人事評価結果は、期末手当全体に反映して
いる。

期末手当への評価結果の反映について、平成27年度から反映割合を拡大し、勤務成績を勘案して▲20％か
ら＋20％の支給割合の範囲内で反映している。

職員給与規程にのっとり、本給及び諸手当（超過勤務手当、深夜勤務手当、職責手当、研究手当、初任給調
整手当、扶養手当、特地勤務手当、災害応急作業等手当、交替勤務手当、放射線業務手当、入坑手当、当直
手当、通勤手当、地域調整手当、住居手当、寒冷地手当、単身赴任手当、管理職員特別勤務手当及び期末手
当）としている。

期末手当については、期末手当基準額（本給、職責手当、研究手当、初任給調整手当、扶養手当及び地域
調整手当）の合計額に、部長職及び次長職については本給月額に100分の19を、課長職については本給月額
に100分の12を乗じて得た額を加えた額に、6月に支給する場合においては2.225、12月に支給する場合におい
ては2.075を乗じて得た額を支給総額とし、支給額は各人の人事評価による区分に従い算出した額としている。
更に本給月額及びそれに対する地域調整手当の月額の合計額に、部長職及び次長職については100分の20
を、課長職については100分の15を、副主幹職については100分の10を、主査職については100分の5をそれぞ
れ乗じて得た額に、6月に支給する場合においては2.225、12月に支給する場合においては2.075を乗じて得た
額を加算している。これらの合計額に基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を
乗じて得た額を支給額としている。

なお、令和3年度では令和3年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定に準じ、期末手当の支給率について

▲0.15箇月分の引下げを実施した。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

2,709 43.4 7,900 5,641 77 2,259
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,296 40.4 6,827 4,906 72 1,921
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,413 46.2 8,884 6,316 81 2,568
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

249 47.5 4,074 3,156 95 918
人 歳 千円 千円 千円 千円

209 48.7 3,658 2,777 97 881
人 歳 千円 千円 千円 千円

14 39.7 7,413 5,537 40 1,876
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 54.7 6,436 4,779 109 1,657
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

15 32.8 5,014 5,014 113 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

279 62.9 5,987 4,845 92 1,142
人 歳 千円 千円 千円 千円

234 62.9 5,714 4,652 90 1,062
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 62.9 7,406 5,846 101 1,560
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

95 39.8 1,996 1,783 69 213
人 歳 千円 千円 千円 千円

95 39.8 1,996 1,783 69 213

診療所医療職
（その他）

在外職員

任期付職員

事務・技術

うち賞与

常勤職員

総額

技能労務職

平均年齢

注４：常勤職員の技能労務職、在外職員、任期付職員の診療所医療職（医師）、技能労務職及び事務・技術（賞与な
し）、再任用職員の技能労務職については、該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
あることから、区分以外は記載せず、全体の数値からも除外している。

事務・技術
（賞与なし）

研究職種

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

研究職種
（賞与なし）

事務・技術

事務・技術

再任用職員

研究職種

診療所医療職
（医師）

区分

注３：該当者がいない区分中の職種については省略している（常勤職員：医療職種・教育職種・診療所医療職、任期付
職員：医療職種・教育職種、再任用職員：医療職種・教育職種、非常勤職員：研究職種・技能労務職・医療職種・教育
職種・診療所医療職（医師））。

研究職種

技能労務職

技能労務職

人員

非常勤職員

令和3年度の年間給与額（平均）
うち所定内

事務・技術

注２：「診療所医療職（その他）」とは、看護師、歯科衛生士である。



注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注２：本表には任期付職員のうち事務・技術、研究職種を含んでいる。以下、④まで同じ。

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

10 57.4 13,025

144 55.1 10,330

308 43.9 6,964

688 32.0 4,120

②年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員及び再任用職員を除く。以下、
④まで同じ。〕

平均年齢
年間給与額

最高～最低

6,748～2,802

9,117～5,629

人員

本部課長 12,067～8,483

本部主査

③職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ

千円

注４：「本部係員」には、本部係員相当職である本部以外の係員を含む。

本部部長

本部係員

注１：「本部部長」には、本部部長相当職である本部以外の部長等を含む。

注２：「本部課長」には、本部課長相当職である本部以外の課長、主幹等を含む。

注３：「本部主査」には、本部主査相当職である本部以外の主査を含む。

13,688～12,408
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歳
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歳

４４－４７

歳

４８－５１

歳

５２－５５

歳

５６－５９

歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

千

人
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歳
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歳
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歳
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歳

４８－５１

歳
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歳

５６－５９

歳
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平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（研究職員）

千

人



（研究職員）

平均
人 歳 千円

32 58.3 12,933

371 51.6 10,487

153 31.2 5,411

④賞与（令和3年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

80 80 80

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 20 20 20

％ ％ ％

         最高～最低 30.4～9.5 30.4～9.5 30.4～9.5

％ ％ ％

88.1 87.7 87.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 11.9 12.3 12.1

％ ％ ％

         最高～最低 31.0～0.0 31.0～0.0 31.0～0.0

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

79.8 79.6 79.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 20.2 20.4 20.3

％ ％ ％

         最高～最低 31.0～9.5 30.4～9.5 30.7～9.5

％ ％ ％

85.1 84.7 84.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 14.9 15.3 15.1

％ ％ ％

         最高～最低 33.0～0.0 33.0～0.0 33.0～0.0

6,626～4,044

一律支給分（期末相当）

区分

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

本部部長

注１：「本部部長」には、本部部長相当職である本部以外の部門長等を含む。

注２：「本部課長」には、本部課長相当職である本部以外のグループリーダー、主幹等を含む。

平均年齢
年間給与額

最高～最低

12,712～8,117

一般
職員

分布状況を示すグループ 人員

千円

13,962～11,604

研究員

本部課長

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

注：当機構の賞与は賞与額全体を査定対象としており、国家公務員における期末手当相当分と勤勉手当相当分の区分を行ってい
ないが、本表への記載に当たり、仮に最低評価を受けた場合に支給される額を一律支給分として記載した。



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

＜参考　年齢地域学歴勘案指数の補正について＞
　機構職員の約6割は東海村にある事業所等に勤務しているため、非支給
地の国家公務員と比較される結果、対国家公務員指数（年齢・地域・学歴
勘案）は高くなる結果となっているが、茨城県の「市町村民所得推計」による
と東海村の賃金水準は、水戸市（5級地、支給率10％）とつくば市（2級地、
支給率16％）の中間程度に位置している。これにより東海村を5級地として
試算した場合「108.8」、同じく東海村を2級地として試算した場合「105.1」と
なり、補正値として、両市の中間に位置するとした場合「107.0程度」と推定さ
れる。

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域・学歴勘案　　　　112.1（補正値　107.0）

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　101.7

・年齢・地域勘案　　　　　　　　111.5

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　103.9

（１）人材確保及び類似業種の給与水準
　原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このような
状況の中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機関
や電力会社等の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ、雇用の流
動化の傾向が強まる中で優秀な人材を維持・育成していく必要がある。この
ため、採用困難の解消及び採用後の人材確保を目的に給与措置を講じて
きている。独立行政法人の役職員の給与の妥当性については、類似の業
務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされていることから、参考指標と
して、原子力機構の所有する施設等の運転管理、研究開発体制及びその
立地条件において同質性がみられ、かつ採用において優秀な人材確保の
ため競合したり、機構との間で人事交流を行ったりしている、類似の業務を
営む民間企業及び学術・開発研究機関（以下「民間企業等」という。）の平
均給与についてラスパイレス指数を試算し比較した結果、民間企業等を
100とした場合、当機構の賃金水準の平均値は97.8（景気や企業の業績に
よって大きく変動する賞与を除いた給与額で比較した場合の当機構の賃金
水準の平均値は95.7）となっており、賃金水準はおおむね均衡しているもの
と思われる。

（２）人員構成
　当機構（旧日本原子力研究所と旧動力炉・核燃料開発事業団の和）の職
員定数は、昭和42年から昭和54年に2,887人から4,914人と2,027人急増し
ている。その後、昭和63年に5,348人となった後、令和3年には3,124人とな
り、この間一部業務の事業移管に伴う減少を含め2,200人を超える人員が
減少している。この人員減少に伴い、原子力施設の管理等に関する業務に
関し可能な範囲でアウトソーシングを図っているが、そのような状況におい
ても、高度の安全確保が求められているため、職員をこれらの業務の管理
監督に従事させる必要がある。このような状況において、高年齢の階層が
占める割合が高く、かつ、管理監督的職務に従事する職員の比率が高いこ
とが、人員構成の指数が高くなる一因となっている。

（３）原子力研究開発の特殊性
   当機構の研究開発の中核である茨城県那珂郡東海村においては、当機
構施設のほか、原子力発電所、核燃料加工工場等多数の原子力関連事業
所などが立地し、賃金水準は高い状況にある。茨城県の「市町村民所得推
計」によると東海村の所得水準は、国家公務員の地域手当設定地域である
水戸市等と同等である。
　なお、空港など民間事業所等の特殊な集積状況により、官署の所在する
近隣と大きく賃金事情が異なった事情にあるなどの特別の事情を踏まえ、
給与措置を講じている例は、国家公務員においても存在している。

項目 内容

　当機構では、原子力の基礎研究から実用化までを行う国内唯一の総合的な原子力研究開発機関とし
て、プロジェクト型の研究開発体制を採用しており、各プロジェクトにおいて同様の職責を担わせ一体性
を持って遂行していることから研究・技術・事務等の各職種の職員に対し統一の本給表を採用している。
また、原子力の基礎研究等を行う研究職員とプラントの技術開発等を行う技術職員については、能力に
応じた手当を支給する体系としている。
　国家公務員においては事務・技術職員と研究職員の給与体系が異なることから、比較に当たっては便
宜的に当機構の職員を国家公務員の職種に合わせ分類・比較している。したがって、当機構においては
下表中「国に比べて給与水準が高くなっている定量的な理由」、「給与水準の適切性の検証」、「講ずる措
置」については各職種同一であることから同様の記載としている。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由



（法人の検証結果）
　当機構の使命である原子力の研究開発業務は、実用化までに長期の期
間を要するとともに、原子炉等の高度な研究施設の整備・維持に多額のコ
ストを要するため、大きな開発リスクを伴い、収益性の観点から民間での実
施が困難な事業である。また、これらの事業の性格が、国からの財政支出を
受けている理由であり、その規模が大きい理由である。
　このような国家的プロジェクトの研究開発の実施に当たっては、原子力災
害時の対応を含む高度の安全確保が求められ、先端的かつ機微な技術を
取り扱うこととなるため、研究・技術系及び事務系職員には、深い専門知識
と高い技術能力やこれらのプロジェクトの進捗・状況に応じ研究内容を踏ま
え企画立案を行う確実な職務遂行能力及び専門性が必要とされる。このよ
うな人材を確保・維持するためには、大都市に立地し先端的な技術開発を
進める他分野の研究機関や電力会社等の民間企業と競う必要があり、その
結果として現在の給与水準となっている。

①　原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このよう
な状況の中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機
関や電力会社等の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ雇用の流
動化の傾向が強まる中で優秀な人材を維持・育成していく必要がある。この
ため、採用困難の解消及び採用後の人材確保を目的に給与措置を講じて
きている。独立行政法人の役職員の給与の妥当性については、類似の業
務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされていることから、参考指標と
して、原子力機構の所有する施設等の運転管理、研究開発体制及びその
立地条件において同質性がみられ、かつ採用において優秀な人材確保の
ため競合したり、機構との間で人事交流を行ったりしている、類似の業務を
営む民間企業等の平均給与についてラスパイレス指数を試算し比較した結
果、民間企業等を100とした場合、当機構の賃金水準の平均値は97.8（景
気や企業の業績によって大きく変動する賞与を除いた給与額で比較した場
合の当機構の賃金水準の平均値は95.7）となっており、賃金水準はおおむ
ね均衡している。更に公開されているデータを基に民間企業等との学部卒
初任給を比較した場合においても、当機構の初任給は高いとはいえない。

②当機構は多数かつ多種多様な原子力施設を擁し、原子炉等規制法等に
基づき、高い安全性を確保して維持管理することが必要不可欠である。一
方、原子力施設の管理等に関する業務に関し可能な範囲でアウトソーシン
グを図っているが、そのような状況においても高度の安全確保が求められて
いるため、職員をこれらの業務の管理監督に従事させる必要がある。このた
め、当機構の人員構成において、国家公務員と比べて管理監督的職務に
従事する職員の比率が高くなっているものの、人事院勧告（令和3年8月）に
おいて給与水準を比較した民間企業（企業規模500人以上）における管理
職比率と比べると当機構の比率は低くなっている。

【累積欠損額について】累積欠損額　0円（令和2年度決算）
【検証結果】該当無し

○民間企業等との平均給与額の比較
　・原子力機構　　   　　　平均給与額　7,579千円（賞与を除く　5,416千円）
　・電気業　　　　　     　　平均給与額　7,312千円（賞与を除く　5,958千円）
　・ガス業　　　   　   　　　平均給与額　8,283千円（賞与を除く　5,773千円）
　・化学工業　　 　　　   　平均給与額　7,793千円（賞与を除く　5,369千円）
　・学術・開発研究機関　平均給与額　 7,609千円（賞与を除く　5,530千円）
　※企業規模1,000人以上でかつ高校卒、高専・短大卒、大学・大学院
　　 卒の59歳以下を比較対象とした。
　※民間企業等との年間平均給与額の比較に当たっては、性別、学歴及
      び年齢を勘案した。
　※「令和3年賃金構造基本統計調査」の結果を用いて算出した。

（国からの財政支出について）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　91.8％
（国からの財政支出額　157,837,771千円、支出予算の総額　171,932,014
千円：令和3年度予算）

　給与水準の妥当性の
　検証



○研究職員

　対国家公務員指数は相対的に決定されるものであることから、将来の具
体的数値を予測することは困難であるが、引き続き独立行政法人通則法に
よる「職員の給与等」の趣旨や政府方針を踏まえ、労働組合と協議しつつ、
手当の見直しや給与改定等の取組を推進することにより、適正な給与水準
の確保に努めていく。

内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　98.8

・年齢・地域勘案　　　　　　　　120.8

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　100.3

（１）人材確保及び類似業種の給与水準
　原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このような
状況の中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機関
や電力会社等の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ、雇用の流
動化の傾向が強まる中で優秀な人材を維持・育成していく必要がある。この
ため、採用困難の解消及び採用後の人材確保を目的に給与措置を講じて
きている。独立行政法人の役職員の給与の妥当性については、類似の業
務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされていることから、参考指標と
して、原子力機構の所有する施設等の運転管理、研究開発体制及びその
立地条件において同質性がみられ、かつ採用において優秀な人材確保の
ため競合したり、機構との間で人事交流を行ったりしている、類似の業務を
営む民間企業及び学術・開発研究機関（以下「民間企業等」という。）の平
均給与についてラスパイレス指数を試算し比較した結果、民間企業等を
100とした場合、当機構の賃金水準の平均値は97.8（景気や企業の業績に
よって大きく変動する賞与を除いた給与額で比較した場合の当機構の賃金
水準の平均値は95.7）となっており、賃金水準はおおむね均衡しているもの
と思われる。

（２）人員構成
　当機構（旧日本原子力研究所と旧動力炉・核燃料開発事業団の和）の職
員定数は、昭和42年から昭和54年に2,887人から4,914人と2,027人急増し
ている。その後、昭和63年に5,348人となった後、令和3年には3,124人とな
り、この間一部業務の事業移管に伴う減少を含め2,200人を超える人員が
減少している。この人員減少に伴い、原子力施設の管理等に関する業務に
関し可能な範囲でアウトソーシングを図っているが、そのような状況におい
ても、高度の安全確保が求められているため、職員をこれらの業務の管理
監督に従事させる必要がある。このような状況において、高年齢の階層が
占める割合が高く、かつ、管理監督的職務に従事する職員の比率が高いこ
とが、人員構成の指数が高くなる一因となっている。

（３）原子力研究開発の特殊性
   当機構の研究開発の中核である茨城県那珂郡東海村においては、当機
構施設のほか、原子力発電所、核燃料加工工場等多数の原子力関連事業
所などが立地し、賃金水準は高い状況にある。茨城県の「市町村民所得推
計」によると東海村の所得水準は、国家公務員の地域手当設定地域である
水戸市等と同等である。
　なお、空港など民間事業所等の特殊な集積状況により、官署の所在する
近隣と大きく賃金事情が異なった事情にあるなどの特別の事情を踏まえ、
給与措置を講じている例は、国家公務員においても存在している。

・年齢・地域・学歴勘案　　　　121.7（補正値　105.6）

項目

（主務大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与、他の国立研究開発法人の給与、民間
企業等の従業員の給与及び業務の実績等を総合的に勘案したうえで、職
員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数が全て100を上回ってい
ることについての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結果から、国と
職員構成が異なること及び高度な専門知識と職務遂行能力を備える人材
の確保を図る必要性があること、また、初公表時の指数との比較から、適正
な給与水準への取り組みが継続されていること等を考慮すると適切な対応
が執られていると考える。引き続き、独立行政法人通則法による「職員の給
与等」の趣旨に則り、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由



②当機構は多数かつ多種多様な原子力施設を擁し、原子炉等規制法等に
基づき、高い安全性を確保して維持管理することが必要不可欠である。一
方、原子力施設の管理等に関する業務に関し可能な範囲でアウトソーシン
グを図っているが、そのような状況においても高度の安全確保が求められて
いるため、職員をこれらの業務の管理監督に従事させる必要がある。このた
め、当機構の人員構成において、国家公務員と比べて管理監督的職務に
従事する職員の比率が高くなっているものの、人事院勧告（令和3年8月）に
おいて給与水準を比較した民間企業（企業規模500人以上）における管理
職比率と比べると当機構の比率は低くなっている。

＜参考　年齢地域学歴勘案指数の補正について＞
　機構職員の約6割は東海村にある事業所等に勤務しているため、非支給
地の国家公務員と比較される結果、対国家公務員指数（年齢・地域・学歴
勘案）は高くなる結果となっているが、茨城県の「市町村民所得推計」による
と東海村の賃金水準は、水戸市（5級地、支給率10％）とつくば市（2級地、
支給率16％）の中間程度に位置している。これにより東海村を5級地として
試算した場合「108.8」、同じく東海村を2級地として試算した場合「102.4」と
なり、補正値として、両市の中間に位置するとした場合「105.6程度」と推定さ
れる。

○民間企業等との平均給与額の比較
　・原子力機構　　   　　　平均給与額　7,579千円（賞与を除く　5,416千円）
　・電気業　　　　　     　　平均給与額　7,312千円（賞与を除く　5,958千円）
　・ガス業　　　   　   　　　平均給与額　8,283千円（賞与を除く　5,773千円）
　・化学工業　　 　　　   　平均給与額　7,793千円（賞与を除く　5,369千円）
　・学術・開発研究機関　平均給与額　 7,609千円（賞与を除く　5,530千円）
　※企業規模1,000人以上でかつ高校卒、高専・短大卒、大学・大学院
　　 卒の59歳以下を比較対象とした。
　※民間企業等との年間平均給与額の比較に当たっては、性別、学歴及
      び年齢を勘案した。
　※「令和3年賃金構造基本統計調査」の結果を用いて算出した。

（国からの財政支出について）
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　91.8％
（国からの財政支出額　157,837,771千円、支出予算の総額　171,932,014
千円：令和3年度予算）

（法人の検証結果）
　当機構の使命である原子力の研究開発業務は、実用化までに長期の期
間を要するとともに、原子炉等の高度な研究施設の整備・維持に多額のコ
ストを要するため、大きな開発リスクを伴い、収益性の観点から民間での実
施が困難な事業である。また、これらの事業の性格が、国からの財政支出を
受けている理由であり、その規模が大きい理由である。
　このような国家的プロジェクトの研究開発の実施に当たっては、原子力災
害時の対応を含む高度の安全確保が求められ、先端的かつ機微な技術を
取り扱うこととなるため、研究・技術系及び事務系職員には、深い専門知識
と高い技術能力やこれらのプロジェクトの進捗・状況に応じ研究内容を踏ま
え企画立案を行う確実な職務遂行能力及び専門性が必要とされる。このよ
うな人材を確保・維持するためには、大都市に立地し先端的な技術開発を
進める他分野の研究機関や電力会社等の民間企業と競う必要があり、その
結果として現在の給与水準となっている。

①　原子力研究開発の拠点は都市部に立地することが困難である。このよう
な状況の中で大都市に立地し先端的な技術開発を進める他分野の研究機
関や電力会社等の民間企業と競って有為な人材を確保し、かつ雇用の流
動化の傾向が強まる中で優秀な人材を維持・育成していく必要がある。この
ため、採用困難の解消及び採用後の人材確保を目的に給与措置を講じて
きている。独立行政法人の役職員の給与の妥当性については、類似の業
務を営む民間企業との比較が必要不可欠とされていることから、参考指標と
して、原子力機構の所有する施設等の運転管理、研究開発体制及びその
立地条件において同質性がみられ、かつ採用において優秀な人材確保の
ため競合したり、機構との間で人事交流を行ったりしている、類似の業務を
営む民間企業等の平均給与についてラスパイレス指数を試算し比較した結
果、民間企業等を100とした場合、当機構の賃金水準の平均値は97.8（景
気や企業の業績によって大きく変動する賞与を除いた給与額で比較した場
合の当機構の賃金水準の平均値は95.7）となっており、賃金水準はおおむ
ね均衡している。更に公開されているデータを基に民間企業等との学部卒
初任給を比較した場合においても、当機構の初任給は高いとはいえない。

　給与水準の妥当性の
　検証



  計1,453人

   1,453人の平均年齢41.1歳、平均年間給与額6,472千円

・研究職種

　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の研究職種1,413人及び任期付職員欄の研究職種のうち14人

  計1,427人

　1,427人の平均年齢46.1歳、平均年間給与額8,870千円

○支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合 16.3%

○管理職の割合(事務・技術) 14.3%

○大卒以上の高学歴者の割合(事務技術) 38.7%

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【累積欠損額について】累積欠損額　0円（令和2年度決算）
【検証結果】該当無し

　①表（職種別支給状況）の常勤職員欄事務・技術の1,296人及び任期付職員欄の事務・技術職員のうち157人

・事務技術

講ずる措置

　対国家公務員指数は相対的に決定されるものであることから、将来の具
体的数値を予測することは困難であるが、引き続き独立行政法人通則法に
よる「職員の給与等」の趣旨や政府方針を踏まえ、労働組合と協議しつつ、
手当の見直しや給与改定等の取組を推進することにより、適正な給与水準
の確保に努めていく。

○　比較対象職員の状況

（主務大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
　当該法人は、国家公務員の給与、他の国立研究開発法人の給与、民間
企業等の従業員の給与及び業務の実績等を総合的に勘案したうえで、職
員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結
果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の
設定に努めていただきたい。

　注：①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の対象者より算出した割合である。

　注：①表（職種別支給状況）の常勤職員欄の対象者より算出した割合である。

（扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）

月額209,296円 年間給与3,225,251円
○３５歳（本部主査）

月額366,886円 年間給与6,141,679円
○５０歳（本部課長）

月額581,538円 年間給与10,123,460円
※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者 6,500 円、子１人につき10,000 円）を支給

機構においては、組織業績の向上、人材育成及び適切な処遇を重点とした人事評価制度に基づき、昇給・昇格及び期
末手当に反映させている。

昇給・昇格への評価結果の反映については、勤務成績を勘案して昇給（標準を4号給とし8号給の幅で決定）及び昇格
に反映している。

期末手当への評価結果の反映について、平成27年度から反映割合を拡大し、勤務成績を勘案して▲20％から＋20％
の支給割合の範囲内で反映している。



Ⅲ　総人件費について

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

最広義人件費

3,275,7171,652,100

4,466,863

43,584,834 43,797,972

3,351,392

3,514,5622,428,435 2,711,205

31,079,794

6,382,4687,493,483

3,154,981

区　　分

3,682,184 3,631,200
退職手当支給額

43,591,946 43,987,35244,280,53951,460,868

3,650,828

31,010,877

6,195,693

給与、報酬等支給総額
37,848,422 31,787,452 31,053,848

福利厚生費
6,109,139

30,848,750

3,260,309

非常勤役職員等給与

3,184,698

3,643,098

43,367,752

30,430,817

6,083,2686,037,9316,101,749

注1：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標期間の開始年度分から当
年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を記載する。

注2：本表には常勤職員のほか、任期付職員、再任用職員の人件費が含まれているため財務諸表の附属明細書の数
字とは一致しない。

特になし

「給与、報酬等支給総額」において期末手当の減少および「退職手当支給額」において退職者の減少に伴い、
これを主因として、「最広義人件費」が減少した。
また、「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づき以下の措置を講
ずることとした。

・役職員の退職手当について、国家公務員退職手当法の改正に準じた引下げを実施した。
役員に関する講じた措置の概要：平成30年1月1日から83.7/100の調整率を乗じることに変更した。
職員に関する講じた措置の概要：平成30年3月19日から83.7/100の調整率を乗じることに変更した。

なお、職員については、労働組合との協議に時間を要したことから、措置の開始時期は、国家公務員に係る措
置時期（平成30年1月1日）と異なる取扱いとなった。
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